
道第１号様式－法第８５条第１項（３条資格者の申請）－

年 月 日

北海道知事 氏 名 様

申請人 住 所 氏 名

（以下申請人全員の連記）

道 営 土 地 改 良 事 業 施 行 申 請 書

○○市町村（及び○○市町村）の一部を受益地域とする土地改良（○○地区○○）事業を

道営土地改良事業として施行されたく、土地改良法第８５条第１項の規定に基づき次の関係

書類を添えて申請します。

記

１ 計画の概要等を公告した事項を記載した書面

（１）計画の概要等を公告したことを証する書面

（２）土地改良事業計画概要書（及び全体構成）

（３）造成される土地改良施設の予定管理方法書

（４）事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準等を記載した書面

２ 同意があったことを証する書面

３ 市町村長の意見を記載した書面

４ 国有地等の編入承認があったことを証する書面

５ 地域住民等からの意見聴取のための概要を公告したことを証する書面

６ 地域住民等からの意見書の写し

（注）

１ 記の１（２）について、２以上の土地改良事業の施行を目的とする場合は、その全体の

土地改良事業の計画概要書を添付することとし、当該２以上の土地改良事業がダムその他

のえん堤の建設工事をあわせ行う場合は、全体構成を添付すること。（則第５４条の２、

則第６条の２参照）

２ 記の１（３）は、ダムその他のえん堤又は揚水施設の造成を目的とする場合に添付する

こと。（則第５４条の３参照）

３ 記の１（１）及び５について、公告文の写しに掲示期間を記載し、関係市町村長の証明

を付すること。

４ 記の２について、農用地造成事業等（法第２条第２項第３号に揚げる事業又は当該事業



と他の事業とを一体とした同項第１号に揚げる事業をいう。以下同じ。）の施行を目的と

する場合で法第５条第５項の規定に該当する場合は、他の利用権者の意見書を添付し、法

第５条第７項の規定（非農用地取込）に該当する場合は、関係権利者全員の同意があった

ことを証する書面を添付すること。

５ 記の４は、法第５条第６項の規定に該当する場合に添付すること。

６ 記の６は、計画の概要に意見がある者から意見書の提出があった場合、「地域住民等か

らの意見書の写し」を提出すること。

７ 開始手続通知の規定により、申請準備において「内諾を得ておくものとする」とされた

事項について、参考書類として次の書面を添付すること。

（１）分担金（負担金）納入についての内諾書

（２）造成施設の維持管理についての内諾書



道第２号様式 －法第８５条の２第１項（市町村一般申請）－

年 月 日

北海道知事 氏 名 様

住 所

○○市町村長 氏 名

（共同申請の場合は申請人全員の連記）

道 営 土 地 改 良 事 業 施 行 申 請 書

○○市町村（及び○○市町村）の一部を受益地域とする土地改良（○○地区○○）事業を

道営土地改良事業として施行されたく、土地改良法第８５条の２第１項の規定に基づき次の

書類を添えて申請します。

記

１ 計画の概要等を公告した事項を記載した書面

（１）計画の概要等を公告したことを証する書面

（２）土地改良事業計画概要書（及び全体構成）

（３）造成される土地改良施設の予定管理方法書

（４）事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準等を記載した書面

２ 同意があったことを証する書面

３ 国有地等の編入承認があったことを証する書面

４ 地域住民等からの意見聴取のための概要を公告したことを証する書面

５ 地域住民等からの意見書の写し

（注）

１ 記の１（２）について、２以上の土地改良事業の施行を目的とする場合は、その全体の

土地改良事業の計画概要書を添付することとし、当該２以上の土地改良事業がダムその他

のえん堤の建設工事をあわせ行う場合は、全体構成を添付すること。（則第５４条の２、

則第６条の２参照）

２ 記の１（３）は、ダムその他のえん堤又は揚水施設の造成を目的とする場合に添付する

こと。（則第５４条の３参照）

３ 記の１（１）及び４について、公告文の写しに掲示期間を記載し、関係市町村長の証明

を付すること。

４ 記の２について、農用地造成事業等の施行を目的とする場合で法第５条第５項の規定に

該当する場合は、他の利用権者の意見書を添付し、法第５条第７項の規定（非農用地取込）

に該当する場合は、関係権利者全員の同意があったことを証する書面を添付すること。



５ 記の３は、法第５条第６項の規定に該当する場合に添付すること。

６ 記の５は、計画の概要に意見がある者から意見書の提出があった場合、「地域住民等か

らの意見書の写し」を提出すること。

７ 開始手続通知の規定により、申請準備において「内諾を得ておくものとする」とされた

事項について、参考書類として次の書面を添付すること。

（１）分担金（負担金）納入についての内諾書

（２）造成施設の維持管理についての内諾書



道第３号様式 －法第８５条の２第６項（市町村特別申請）－

年 月 日

北海道知事 氏 名 様

住 所

○○市町村長 氏 名

（共同申請の場合は申請人全員の連記）

道 営 土 地 改 良 事 業 施 行 申 請 書

○○市町村（及び○○市町村）の一部を受益地域とする土地改良（○○地区○○）事業を

道営土地改良事業として施行されたく、土地改良法第８５条の２第６項の規定に基づき次の

書類を添えて申請します。

記

１ 計画の概要等を示した事項を記載した書面

（１）土地改良事業計画概要書（及び全体構成）

（２）造成される土地改良施設の予定管理方法書

（３）事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準等を記載した書面

２ 関係土地改良区等の意見を記載した書面

３ 事業の施行申請について市町村議会の議決があったことを証する書面

４ 地域住民等からの意見聴取のための概要を公告したことを証する書面

５ 地域住民等からの意見書の写し

（注）

１ 記の１の（２）は、ダムその他のえん堤又は揚水施設の造成を目的とする場合に添付す

ること。 （則第５４条の３参照）

２ 記の２について、関係土地改良区等とは、次に掲げる者とすること。

(1) 当該事業の施行に係る地域の全部又は一部をその地区の全部又は一部とする土地改良

区及び当該事業の施行に係る地域の全部又は一部をその地区の全部又は一部とする農協

又は同連合会で土地改良事業の施行に係る法第９５条第１項の知事の認可を受けている

もの

(2) 当該事業の施行に係る地域内において、当該事業の計画の概要で予定する作目に係る

生産、集荷、加工又は販売に直接関係する事業をその事業とする農協及び同連合会（法

第８５条の２第７項、則第５７条の１３、４７農林省告示第２２３０号参照）

３ 記の４は、公告文の写しに掲示期間を記載し、関係市町村長の証明を付すること。

４ 記の５は、計画の概要に意見がある者から意見書の提出があった場合、「地域住民等か



らの意見書の写し」を提出すること。

５ 開始手続通知の規定により、申請準備において「内諾を得ておくものとする」及び「確

約を得るものとする」とされた事項について、参考書類として次の書面を添付すること。

（１）造成施設の維持管理についての内諾書

（２）負担金納入についての内諾書

（３）関連土地改良事業又は関連管理事業の施行予定者の関連土地改良事業又は関連管

理事業施行の確約及び費用負担の確約を証する書面



道第４号様式 －法第８５条の３第１項（土地改良区申請）－

年 月 日

北海道知事 氏 名 様

住 所

○○土地改良区理事長 氏 名

（共同申請の場合は各土地改良区の連記）

道 営 土 地 改 良 事 業 施 行 申 請 書

○○市町村（及び○○市町村）の一部を受益地域とする土地改良（○○地区○○）事業を

道営土地改良事業として施行されたく、土地改良法第８５条の３第１項の規定に基づき次の

書類を添えて申請します。

記

１ 事業計画概要等を記載した書面

（１）計画の概要等を公告したことを証する書面

（２）土地改良事業計画概要書（及び全体構成）

（３）造成される土地改良施設の予定管理方法書

（４）変更後の定款

（５）事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準等を記載した書面

２ 事業施行申請に係る総（代）会の議決があったことを証する書面

３ 同意があったことを証する書面

４ 市町村長の意見を記載した書面

５ 国有地等の編入承認があったことを証する書面

６ 地域住民等からの意見聴取のための概要を公告したことを証する書面

７ 地域住民等からの意見書の写し

（注）

１ 記の１について、関連施行事業の施行を併せて申請する場合は、「事業計画概要等を記

載した書面」を「計画の概要等を公告した事項を記載した書面」と改めること。

また、土地改良事業の計画概要書は、施設更新事業と関連施行事業の全体の土地改良事

業の計画概要書を添付することとし、施設更新事業と関連施行事業がダムその他のえん堤

の建設工事をあわせ行う場合は、全体構成を添付すること。（則第５４条の２，則第６条

の２参照）

２ 記の１（１）及び６について、公告文の写しに掲示期間を記載し、関係市町村長の証明

を付すること。



３ 記の１（２）は、ダムその他のえん堤又は揚水施設の造成を目的とする場合に添付する

こと。（則第５４条の３参照）

４ 記の３について、農用地造成事業等の施行を目的とする場合で法第５条第５項の規定に

該当する場合は、他の利用権者の意見書を添付し、法第５条第７項の規定（非農用地取込）

に該当する場合は、関係権利者全員の同意があったことを証する書面を添付すること。

なお、土地改良区の現行受益地内の施設更新事業で一定の要件を満たす場合は、記の１

（１）及び３は添付を要しない。（令第50条の２の３、令第48条の２）

５ 記の５は、法第５条第６項の規定に該当する場合に添付すること。

６ 記の７は、計画の概要に意見がある者から意見書の提出があった場合、「地域住民等か

らの意見書の写し」を提出すること。

７ 開始手続通知の規定により、申請準備において「内諾を得ておくものとする」とされた

事項について、参考書類として次の書面を添付すること。

（１）分担金（負担金）納入についての内諾書

（２）造成施設の維持管理についての内諾書



道第５号様式 －法第８５条の４第１項（地方公共団体等申請）－

年 月 日

北海道知事 氏 名 様

住 所

地方公共団体等の代表者 氏 名

（共同申請の場合は申請人全員の連記）

道 営 土 地 改 良 事 業 施 行 申 請 書

○○市町村（及び○○市町村）の一部を受益地域とする土地改良（○○地区○○）事業を

道営土地改良事業として施行されたく、土地改良法第８５条の４第１項の規定に基づき次の

書類を添えて申請します。

記

１ 土地改良事業計画概要書

２ 造成される土地改良施設の予定管理方法書

３ 地域住民等からの意見聴取のための概要を公告したことを証する書面

４ 地域住民等からの意見書の写し

５ 市町村長の意見を記載した書面

（注）

１ 記の２は、ダムその他のえん堤又は揚水施設の造成を目的とする場合に添付すること。

（則第５４条の３参照）

２ 記の３について、公告文の写しに掲示期間を記載し、関係市町村長の証明を付するもの

とする。

３ 記の４は、計画の概要に意見がある者から意見書の提出があった場合、「地域住民等か

らの意見書の写し」を提出すること。

４ 記の５について、市町村が当該申請をする場合には添付を要しない。

５ 開始手続通知の規定により、申請準備において「内諾を得ておくものとする」とされた

事項について、参考書類として次の書面を添付すること。

（１）分担金（負担金）納入についての内諾書

（２）造成施設の維持管理についての内諾書



道第９号様式

全 体 構 成

○○土地改良事業（工種○○）と○○土地改良事業（工種○○）の全体構成

１ 工事の要領

２ 費用の概算

千円

３ 各土地改良事業の費用分担方法及び分担額

(1) 費用分担方法

(2) 分担額

（注）

１ １の記載例は次のとおり

「○○土地改良事業（工種○○）の用水源とし、かつ、○○土地改良事業（工種○○）

の洪水調節を目的として何町何に次のダムを建設する。

何ダム 高さ〇〇．〇m 堤体積〇〇〇，〇〇〇‰ 」

２ ２の記載例は次のとおり

(1) 費用分担方法

「 ○○、○○の２者による身替り妥当支出方式によって算出した次の比率で分担する。

○○分 〇〇．〇％

○○分 〇〇．〇％ 」

(2) 分担額

「 ○○分 〇，〇〇〇，〇〇〇千円

○○分 〇，〇〇〇，〇〇〇千円 」



道第１０号様式

－則第５４条の３－

造成される土地改良施設の予定管理方法書

道営土地改良（○○地区○○）事業によって造成される施設の予定管理方法等

１ 管理者

２ 管理すべき施設の種類

３ 貯水、放流、取水又は排水に関する基本的事項

４ 管理に要する費用の概算及びその負担の方法

５ その他管理方法に関する基本的事項

（注）

１ ３については、次のとおり記載すること。

時期別の取水又は排水の水量及びその方法の概要

２ ４については、施設及び水の管理に必要な標準年間経費の概算及び施設の耐用年数期

間の合計額を示し、その負担方法、負担区分、負担率及び10ａ当負担額等を記載するこ

と。

この場合、施設管理費は整備費、補修費、電力料及び賃金等施設の維持保存に必要な

経費とし、水管理費は水利調整又は洪水調節等を含む水の管理及び施設の運用を行う職

員の給与、旅費及び諸経費並びに調査のための経費とする。

３ ５については、主として他事業と関連がある場合の管理に関する協定事項及びその他

管理に関する特殊事項を記載すること。



道第１１号様式

事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準等を記載した書面

１ 事業費予定額 ○○○○千円 （○○年度価格）

２ 負担区分の予定

地 元 負 担

区 分 国 庫 負 担 道 負 担 市町村負担 受益者負担

（％） （％） （％） （％）

事 業 費

（複数の工種がある場合）

工種により負担区分が異なる場合、工種ごとに記載すること。

３ 土地改良法（昭和24年法律第195号）第91条の規定による分担金等の納入方法

（法第91条第２項の規定により納入する場合の例）

○○市町村は、土地改良法第91条第２項の規定により、この土地改良事業によって利

益を受ける者に対する分担金に相当する額の金銭を北海道に負担する。

（法第91条第４項の規定により納入する場合の例）

○○土地改良区は、土地改良法第91条第４項の規定により、この土地改良事業によっ

て利益を受ける者に対する分担金に相当する額の金銭を北海道に負担する。

（法第91条第６項の規定により納入する場合の例）

○○市町村は、土地改良法第91条第６項の規定により、負担金を北海道に負担する。

（複数の工種がある場合）

工種により納入方法が異なる場合は、工種ごとに記載すること。

４ 地元負担の予定基準

（法第91条第２項又は第４項の規定により分担金等を納入する場合の例）

この土地改良事業によって利益を受ける農用地につき地積割（水量割、事業費割）で

受益者が負担する。

（複数の工種がある場合）

工種により予定基準が異なる場合は、工種ごとに記載すること。

（法第91条第６項の規定により負担金を納入する場合）

記載不要



５ 農業基盤整備資金の借入条件

受益者負担について農業基盤整備資金を借入れする場合には、その借入条件は、年利

○○％以内、償還期間○○年以内（うち据置○○年以内）である。

６ 特別徴収金

この土地改良事業の施行に係る地域内の農用地を、土地改良法第113条の３第３項の規

定による工事完了の公告の日（その公告において工事完了の日が示されたときはその示さ

れた日）の属する年度の翌年度（それ以前に知事が年度を指定する場合にあっては、当該

指定に係る年度）から起算して８年以内に当該事業の計画において予定する用途以外の用

途に供した場合等には、当該土地につき土地改良法第３条に規定する資格を有する者は、

北海道営土地改良事業分担金等徴収条例（昭和32年北海道条例第73号）第３条第１項の規

定に基づき特別徴収金を徴収される場合がある。

（注）

１ 同一工種内において、施設ごとの負担区分、納入方法及び地元負担の予定基準が異

なる場合、施設ごとに記載すること。

２ ６は、特別徴収金を徴収することとされている事業の施行を目的とする場合に加え

ること。

３ 法第87条の３に基づく事業の場合は、該当しない項目を削除して使用するとともに、

６を次のとおり変更して使用すること。

６ 特別徴収金

この土地改良事業（以下「当該事業」という。）の施行に係る地域内にある土地

につき法第91条の２第６項各号のいずれかに掲げる者が、法第87条の３第７項にお

いて準用する法第87条第５項の規定による当該事業の計画を定めた旨を公告した日

から、当該事業の工事の完了につき法第113条の３第３項の規定による公告があっ

た日（その公告において工事の完了の日が示されたときは、その示された日）の属

する年度の翌年度から起算して８年以内に、当該各号に定める場合に該当するとき

は、その者は、北海道営土地改良事業分担金等徴収条例（昭和32年北海道条例第73

号）第３条第４項の規定に基づき特別徴収金を徴収される場合がある。



道第１２号様式 －調査費（土地改良事業計画樹立）－

事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準等を記載した書面

１ 調査費予定額 ○○○○千円 （○○年度価格）

２ 負担区分の予定

地 元 負 担

区 分 国 庫 負 担 道 負 担 市町村負担 受益者負担

（％） （％） （％） （％）

調 査 費

３ 土地改良法（昭和24年法律第195号）第91条の規定による分担金等の納入方法

（法第91条第２項の規定により納入する場合の例）

○○市町村は、土地改良法第91条第２項の規定により、この土地改良事業によって利

益を受ける者に対する分担金に相当する額の金銭を北海道に負担する。

（法第91条第４項の規定により納入する場合の例）

○○土地改良区は、土地改良法第91条第４項の規定により、この土地改良事業によっ

て利益を受ける者に対する分担金に相当する額の金銭を北海道に負担する。

（法第91条第６項の規定により納入する場合の例）

○○市町村は、土地改良法第91条第６項の規定により、負担金を北海道に負担する。

（複数の工種がある場合）

工種により納入方法が異なる場合は、工種ごとに記載すること。

４ 地元負担の予定基準

（法第91条第２項又は第４項の規定により分担金等を納入する場合の例）

この土地改良事業によって利益を受ける農用地につき地積割（水量割、事業費割）で

受益者が負担する。

（複数の工種がある場合）

工種により予定基準が異なる場合は、工種ごとに記載すること。

（法第91条第６項の規定により負担金を納入する場合）

記載不要

（注）

この様式は、計画樹立費の負担に同意する場合に作成すること。



道第１３－１号様式 －法第○○条第○項申請－

地域住民等からの意見聴取のための概要を公告したことを証する書面

公 告

このたび○○市町村（及び○○市町村）の一部を受益地域とする土地改良（○○地区○○）

事業を道営土地改良事業として施行することを申請するため、土地改良法（昭和２４年法律

第１９５号。以下「法」という。）第○○条第○項において準用する法第○○条第○項の規

定に基づき関係市町村と協議をしたいので、法第○○条第○項の規定により公告し、関係書

類を縦覧します。

また、当該土地改良事業の計画の概要に意見がある者は、法第○○条第○項の規定により、

意見書を提出してください。

なお、縦覧及び意見書の提出方法等については次のとおりです。

年 月 日

申請人 住 所 氏 名

（以下申請人全員の連記）

１ 縦覧について

（１）関係書類の名称

土地改良事業計画概要書（及び全体構成）

（２）縦覧期間

年 月 日から 年 月 日まで

（３）縦覧場所

○○市町村（及び○○市町村）事務所

２ 意見書の提出方法等について

（１）意見書の提出先

ア 郵便 〒○○○－○○○○

○○市（○○郡○○町）○○－○－○

○○土地改良事業申請人代表 ○○○○

イ ファクシミリ

○○○－○○○－○○○○

ウ 電子メール

○○○＿○○○．ｊｐ

（２）意見書の提出期限

年 月 日（必着）

（３）意見書の提出上の注意

ア 意見書の様式は任意ですが、 提出する意見書は日本語に限ります。意見書には、



個人にあっては住所及び氏名を、法人にあっては法人名及び所在地を記載してくださ

い。これらは、必要に応じ当方から問い合わせをさせていただく場合があるため、お

尋ねするものです。

イ 提出いただいた意見は、公表する場合があるとともに、当該意見に対して個別には

回答は致しませんので、あらかじめ御了承ください。

ウ 電話での意見はお受けできません。

この公告は、 年 月 日から 年 月 日までの間当市町村（○○市町村）事務所の掲

示場に掲示されたことを証明します。

年 月 日

○○市町村長 ○○ ○○

（注）

１ 縦覧期間は、公告の日から２０日以上の相当の期間を定めること。

２ 意見の提出先は申請人代表とする。ただし、協力が得られる場合、関係する市町村

又は土地改良区等が対応すること。

３ ２の（１）のイ又はウは積極的に活用すること。

４ ２の（２）は、縦覧期間の満了日とすること。

５ 法第87条の３に基づく事業の場合は、公告文及び２（１）を次のとおり変更して使

用すること。

公 告

このたび○○市町村（及び○○市町村）の一部を受益地域とする道営土地改良（○○地区

○○）事業を施行するため、土地改良法（昭和24年法律第195号。以下「法」という。）第8

7条の３第６項の規定に基づき関係市町村と協議をしたいので、法第87条の３第７項で準用

する法第87条の２第８項の規定により公告し、関係書類を縦覧します。

また、当該土地改良事業の計画の概要に意見がある者は、法第87条の３第７項で準用する

法第87条の２第９項の規定により、意見書を提出してください。

なお、縦覧及び意見書の提出方法等については次のとおりです。

年 月 日

北海道知事 〇〇 〇〇

２ 意見書の提出方法等について

（１）意見書の提出先

ア 郵便 〒○○○－○○○○

○○市（○○郡○○町）○○－○－○



北海道○○総合振興局（振興局）担当部署名

イ ファクシミリ

○○○－○○○－○○○○

ウ 電子メール

○○○＿○○○．ｊｐ



道第１３－２号様式

－地域住民等からの意見聴取のための概要を公告する書面（計画変更）－

公 告

道営土地改良（○○地区○○）事業の事業計画を変更するため、土地改良法（昭和２４年

法律第１９５号。以下「法」という。）第８８条第４項の規定に基づく協議をしたいので、

法第８８条第６項において準用する法第８７条の２第８項の規定によりこの旨を公告し、関

係書類を縦覧します。

また、変更後の土地改良事業の計画の概要に意見がある者は、法第８８条第６項で準用す

る法第８７条の２第９項の規定により、意見書を提出してください。

なお、縦覧及び意見書の提出方法等については次のとおりです。

年 月 日

北海道知事 ○○○○

１ 縦覧について

（１）関係書類の名称

土地改良事業変更計画概要書（及び全体構成）

（２）縦覧期間

年 月 日から 年 月 日まで

（３）縦覧場所

○○市町村（及び○○市町村）事務所

２ 意見書の提出方法等について

（１）意見書の提出先

ア 郵便 〒○○○－○○○○

○○市（○○郡○○町）○○－○－○

北海道○○総合振興局（振興局）担当部署名

イ ファクシミリ

○○○－○○○－○○○○

ウ 電子メール

○○○＿○○○．ｊｐ

（２）意見書の提出期限

年 月 日（必着）

（３）意見書の提出上の注意

ア 意見書の様式は任意ですが、 提出する意見書は日本語に限ります。意見書には、

個人にあっては住所及び氏名を、法人にあっては法人名及び所在地を記載してくださ

い。これらは、必要に応じ当方から問い合わせをさせていただく場合があるため、お



尋ねするものです。

イ 提出いただいた意見は、公表する場合があるとともに、当該意見に対して個別には

回答は致しませんので、あらかじめ御了承ください。

ウ 電話での意見はお受けできません。

（注）

１ 縦覧期間は、公告の日から２０日以上の相当の期間を定めること。

２ ２の（２）は、縦覧期間の満了日とすること。

３ 法第87条の３に基づく事業の場合は、公告文及び１（１）を次のとおり変更して使

用すること。

公 告

道営土地改良（○○地区○○）事業の事業計画を変更するため、土地改良法（昭和24年法

律第195号。以下「法」という。）第88条第18項で準用する法第87条の３第６項の規定に基

づき関係市町村と協議をしたいので、法第88条第18項で準用する法第87条の２第８項の規定

により公告し、関係書類を縦覧します。

また、当該土地改良事業の計画の概要に意見がある者は、法第88条第18項で準用する法第

87条の２第９項の規定により、意見書を提出してください。

なお、縦覧及び意見書の提出方法等については次のとおりです。

年 月 日

北海道知事 〇〇 〇〇

１ 縦覧について

（１）関係書類の名称

土地改良事業計画概要書



道第１３－３号様式

－地域住民等からの意見聴取のための概要を公告する書面（事業廃止）－

公 告

道営土地改良（○○地区○○）事業を廃止するため、土地改良法（昭和２４年法律第１９

５号。以下「法」という。）第８８条第４項の規定に基づく協議をしたいので、法第８８条

第６項において準用する法第８７条の２第８項の規定によりこの旨を公告し、廃止する旨、

廃止する理由、土地改良法施行規則（昭和２４年農林省令第７５号）第６７条の９第１項に

掲げる事項（以下「廃止の概要」という。）を縦覧します。

また、廃止の概要に意見がある者は、法第８８条第６項で準用する法第８７条の２第９項

の規定により、意見書を提出してください。

なお、縦覧及び意見書の提出方法等については次のとおりです。

年 月 日

北海道知事○○○○

１ 縦覧について

（１）関係書類の名称

廃止の概要

（２）縦覧期間

年 月 日から 年 月 日まで

（３）縦覧場所

○○市町村（及び○○市町村）事務所

２ 意見書の提出方法等について

（１）意見書の提出先

ア 郵便 〒○○○－○○○○

○○市（○○郡○○町）○○－○－○

北海道○○総合振興局（振興局）担当部署名

イ ファクシミリ

○○○－○○○－○○○○

ウ 電子メール

○○○＿○○○．ｊｐ

（２）意見書の提出期限

年 月 日（必着）

（３）意見書の提出上の注意

ア 意見書の様式は任意ですが、 提出する意見書は日本語に限ります。意見書には、

個人にあっては住所及び氏名を、法人にあっては法人名及び所在地を記載してくださ



い。これらは、必要に応じ当方から問い合わせをさせていただく場合があるため、お

尋ねするものです。

イ 提出いただいた意見は、公表する場合があるとともに、当該意見に対して個別には

回答は致しませんので、あらかじめ御了承ください。

ウ 電話での意見はお受けできません。

（注）

１ 縦覧期間は、公告の日から２０日以上の相当の期間を定めること。

２ ２の（２）は、縦覧期間の満了日とすること。

３ 法第87条の３に基づく事業の場合は、公告文を次のとおり変更して使用すること。

公 告

道営土地改良（○○地区○○）事業を廃止するため、土地改良法（昭和２４年法律第１９

５号。以下「法」という。）第88第18項で準用する法第87条の３第６項の規定に基づく協議

をしたいので、法第88条第18項で準用する法第87条の２第８項の規定によりこの旨を公告し、

廃止する旨、廃止する理由、土地改良法施行規則（昭和２４年農林省令第７５号）第67条の

９第１項に掲げる事項（以下「廃止の概要」という。）を縦覧します。

また、廃止の概要に意見がある者は、法第88条第18項で準用する法第87条の２第９項の規

定により、意見書を提出してください。

なお、縦覧及び意見書の提出方法等については次のとおりです。



道第１４号様式

意見の概要等を記載した書面

１ 事業及び地区名

２ 関係市町村名

意見の概要 計画の概要の見直しの措置 理 由

（注）

１ この様式は、施行申請書類に地域住民等からの意見書写しが添付されている場合、施

行申請者等に内容を確認のうえ、作成すること。

２ 「意見の概要」欄には提出された意見の概要を記載すること。

３ 意見書の内容を検討し、必要に応じて計画の概要を見直す等の措置を講じた場合は、

「計画概要の見直しの措置」及び「理由」欄に記載すること。

また、計画概要書に見直す等の措置を講じた箇所を朱書きした書類を合わせて作成す

ること。

なお、計画の概要を見直す等の措置を講じない場合は、「計画概要の見直しの措置」

にその旨を、「理由」欄にその理由について記載すること。



道第１５－１号様式 －法第85条第２項、法第85条の２第２項

法第85条の３第２項及び第７項－

計画の概要等を公告した事項を記載した書面

公 告

このたび○○市町村（及び○○市町村）の一部を受益地域とする土地改良（○○地区○○）

事業を道営土地改良事業として施行することを申請したいので、土地改良法（昭和２４年法

律第１９５号）第○○条（の○）第○項の規定により、次の事項を記載した書類とともにこ

の旨を公告します。

なお、この受益地域内にある農用地の所有者でその農用地につき耕作若しくは養畜の業務

を営まないもの（、又はこの受益地域内にある農用地以外の土地を所有権以外の権原に基づ

き使用及び収益している者）でその農用地（又は農用地以外の土地）につき、当該土地改良

事業に参加しようとするものは、同法第３条の規定により、 年 月 日までに○○市町村

農業委員会に申し出てください。

年 月 日

申請人 住 所 氏 名

（以下申請人全員の連記）

記

１ 土地改良事業計画概要書（及び全体構成）

２ 造成される土地改良施設の予定管理方法書

３ 事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準等を記載した書面

４ 変更後の定款

５ その他

この公告は、 年 月 日から 年 月 日までの間当市町村（○○市町村）事務所の掲

示場に掲示されたことを証明します。

年 月 日

○○市町村長 ○○ ○○

（注）

１ 事業参加の申出期限は、公告期間満了後５日とする。



２ 農業委員会を置かない市町村にあっては、事業参加の申出先を市町村長とすること。

３ 受益地域内の農用地、非農用地の状況により公告文を修正すること。

４ 記の４の変更後の定款は、土地改良区申請の場合で、当該事業の実施につき定款を変更

する必要がある場合に加えること。



道第１５－２号様式 －計画の概要等を公告する書面（計画変更）－

公 告

道営土地改良（○○地区○○）事業の事業計画を変更するため、土地改良法（昭和２４年

法律第１９５号）第８８条第１項の規定により、次の事項を記載した書類とともにこの旨を

公告します。

なお、この事業計画の変更後の受益地域内にある農用地の所有者でその農用地につき耕作

若しくは養畜の業務を営まないもの（、又はこの事業計画の変更後の受益地域内にある農用

地以外の土地を所有権以外の権原に基づき使用及び収益している者）でその農用地（又は農

用地以外の土地）につき、当該土地改良事業に参加しようとするものは、同法第３条の規定

により、 年 月 日までに○○市町村農業委員会に申し出てください。

年 月 日

北海道知事 ○○○○

記

１ 土地改良事業変更計画概要書（及び全体構成）

２ 造成される土地改良施設の予定管理方法書

３ 事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準等を記載した書面

４ 変更後の定款

５ その他

（注）

１ 事業参加の申出期限は、公告期間満了後５日とする。

２ 農業委員会を置かない市町村にあっては、事業参加の申出先を市町村長とすること。

３ 受益地域内の農用地、非農用地の状況により公告文を修正すること。

４ 記の４の変更後の定款は、土地改良区申請の場合で、当該事業の実施につき定款を変更

する必要がある場合に加えること。



道第１５－３号様式 －計画の概要等を公告する書面（事業廃止）－

公 告

道営土地改良（○○地区○○）事業を廃止するため、土地改良法（昭和２４年法律第１９

５号）第８８条第１項の規定により、廃止する旨、廃止する理由、土地改良法施行規則（昭

和２４年農林省令第７５号）第６７条の９第１項に掲げる事項（以下「廃止の概要」という。）

を公告します。

年 月 日

北海道知事 ○○○○

記

１ 廃止の概要

２ その他



道第１６号様式

同意があったことを証する書面

１ 事業名

道営土地改良（○○地区（○○））事業

２ 法第３条資格者総数

人（うち農用地外資格者数 人）

３ 同意があった法第３条資格者数

人（うち農用地外資格者数 人）

４ 同意があった法第３条資格者一覧

番号 住 所 氏 名 備 考

（注）

１ 農用地外資格者については、備考欄にその旨を明示すること。

２ 同意の意思表示に応じ、次の書面を添付すること。

（１）同意書

（２）同意徴集状況調書

（３）同意受理(確認)書

（４）メール本文

（５）本人確認書類

（６）封筒（コピー可）

（７）配達証明

３ 法第５条第７項による同意の場合は、２及び３を削除し、「４ 同意があった法第３

条資格者一覧」を「２ 法第５条第７項による同意があった関係権利者一覧」に改めて

使用すること。

なお、（注）２（１）同意書は宅地等地区編入同意書を添付すること。



道第１７号様式

市町村及び字等別同意状況集計表等

１ 市町村及び字等別同意状況集計表

同 意 別 資格者総数 同意者数 同 意 率 不同意者数 備 考

区 分 （人） （人） （％） （人）

（字等名）

○○市 ○ ○

小 計

（字等名）

○○町 ○ ○

小 計

総 数

２ 上記のうち農用地外資格者の同意

市町村名 農用地外資格者数 同左同意者数 利用権利者数 備 考

○○市

○○町

計



３ 農用地間の地目変更と附帯工事の工事区域別同意

区 市町村別及び字等別 資格者総数 同意者数 同 意 率 不同意者数 備 考

別 （人） （人） （％） （人）

農 （字等名）

用 ○○市

地 ○ ○

間 小 計

の (字等名）

地 ○○町

目 ○ ○

変 小 計

換

工事 総 計

附 （字等名）

帯 ○○市

工 ○ ○

事 小 計

(字等名）

区 ○○町

画 ○ ○

整 小 計

理

総 計

附 (字等名）

帯 ○○市

工 ○ ○

事 小 計

(字等名）

農 ○○町

業用 ○ ○

用排 小 計

水

総 計



４ 不 同 意 者 名 簿

番 号 住 所 氏 名 不同意の理由

５ 宅 地 等 地 区 編 入 同 意 者 集 計 表

市町村名 関係権利者総数 同意者数 用途 総 地 積 備 考

㎡

合 計

（注）

１ ２以上の土地改良事業の施行又は一体事業の施行を目的とする場合は、１から４ま

で当該事業を構成する事業ごとに作成すること。

２ ２は、農用地造成事業等の施行を目的とする場合に作成すること。

３ ３は、農用地造成事業等を目的とする場合で当該事業が農用地間の地目変換の事業

又は附帯事業を含む場合に作成すること。

４ ４は、不同意者がいる場合に作成することとし、不同意の理由は、具体的に調査し

て記載すること。なお、一つの土地について、共有者があり、又は権原に基づき使用

及び収益をする者が二人以上ある場合は、共有地にあっては共有者全員の住所及び氏

名を、権原に基づき使用及び収益をする者が二人以上ある場合にあっては当該権原に

基づき使用及び収益をする者全員の所及び氏名を記載すること。

５ ５は、宅地等地区編入の同意を要する者がいる場合に作成すること。（関係権利者

全員の同意が必要）



道第１８号様式 －法第５条第５項、則第10条（利用権利へ者の意見照会）－

年 月 日

（利用権利者）

住 所

氏 名 様

（農用地外資格者）

住 所

氏 名

農用地造成事業等の施行について

このたび道営土地改良（○○地区○○）事業の施行にあたり、次に掲げる土地につき農

用地造成事業等を施行することを申し出たいので、土地改良法第〇〇条第〇項で準用する

同法第５条第５項の規定により当該土地を使用及び収益しているあなたの意見をおたずね

します。

記

１ 土地の明細

土 地 の 所 在

市町村 字 地 番 地 目 用 途 地 積 権原の種類 備考

㎡

２ 事業の概要

（注） この文書に対する回答を施行申請書に添付すること。



道第１９号様式

対 応 方 針 案

１ 事業及び地区名

２ 関係市町村名

意見の概要 見直しの措置 理 由 対応方針案 その措置

（注）

１ 「意見の概要」欄は、提出された意見の概要を記載すること。

２ 意見書の内容を検討し、必要に応じて計画の概要を見直す等の措置を講じた場合は、

「計画概要の見直しの措置」及び「理由」欄に記載すること。

なお、計画の概要を見直す等の措置を講じない場合は、「計画概要の見直しの措置」

にその旨を、「理由」欄にその理由について記載すること。

３ 「対応方針案」欄は、土地改良事業計画での対応について記載すること。

４ 「その措置」欄は、対応方針案を決定した理由等について記載すること。

５ 「対応方針案」が決定した場合は、「案」を削除すること。

６ 法第８７条及び法第８７条の３の計画の決定時において、対応方針を作成する場合は、

「見直しの措置」及び「理由」欄は削除すること。



道第２０号様式

道営土地改良事業参加申出書

年 月 日

北海道知事 氏 名 様

申出者 住 所

氏 名

道営土地改良（○○地区○○事業（○○））事業について新たに参加したいので、土地

改良法第８８条第６項に準用する同法第４８条第６項の規定に基づき、次のとおり申出し

ます。

土地の明細

土 地 の 所 在 現況 台帳 受益 所有 権原の

市町村 字 地 番 地目 用途 地積 地積 者名 種 類 備考

㎡ ㎡

計

（注）

１ 地番は起番順序とすること。

２ 用途は、田、畑、樹園地、草地及びその他に区分し、その他については備考欄にその

内容を記入すること。

３ 受益地積は、土地登記簿又は実測により記入すること。

４ 権原の種類は、所有権、賃借権等と、その権原を記入すること。

５ 所有者が法人の場合にあっては、当該欄に法人登記に基づく商号を記載すること。

６ 新たに参加を申出る土地について共有者があり、又は権原に基づき使用及び収益をす

る者が二人以上ある場合は、土地改良法第113条の２第４項の規定により選任された代

表者が申出を行うこと。また申出にあっては、代表者の選任通知を添付すること。

７ ２以上の土地改良事業の施行又は一体事業の施行を目的とする場合は、当該事業を構

成する事業ごとに受益地積を区分すること。

土地の所在 現況 用途 台帳 受益地積 所有 権 原
備考

地目 地積 者名
の 種

市町村 字 地番 ○○ ×× △△ 類

計



道第２１号様式

道営土地改良事業変更計画決定通知書

番 号

年 月 日

申出者（住所 氏名） 様

北海道知事○○○○

年 月 日付け事業参加の申出のあった、道営土地改良（○○地区○○事業（○

○））事業について、土地改良法第８８条第１項の規定に基づき、変更計画を決定したので

通知します。

記

新たに施行に係る地域となった土地

土 地 の 所 在

市町村 字 地 番 現況地目 受益地積 備 考

㎡

計

（○○総合振興局（振興局） 担当部署名）

注 ２以上の土地改良事業の施行又は一体事業の施行を目的とする場合は、当該事業を構

成する事業ごとに作成し、次のように改めること。

新たに施行に係る地域となった土地

土 地 の 所 在 受益地積
備考

市町村 字 地 番 現況地目
○○ ×× △△

㎡ ㎡ ㎡

計



道第２２号様式 －市町村長との協議－

年 月 日

○○市町村長 ○○ ○○ 様

住 所

申請人 氏 名

（以下申請人全員の連記）

道営土地改良事業の施行申請について（協議）

このたび○○市町村（及び○○市町村）の一部を受益地域とする土地改良（○○地区○○）

事業を道営土地改良事業として施行することを申請したいので、土地改良法第８５条（の○）

第○項で準用する同法第５条第３項の規定に基づき、貴職の意見を伺いたく関係書類を添え

て協議します。

（添付書類）

１ 土地改良事業計画概要書（及び全体構成）

２ 造成される土地改良施設の予定管理方法書

３ 事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準等を記載した書面

４ 地域住民等からの意見書の写し

５ その他

（注）

１ 記の４は、地域住民等から提出された意見について、関係市町村に対応を望むものがな

い場合は、削除すること。

２ 法第87条の３及び法第87条の４に基づく事業の場合は、「申請人」を「北海道知事〇〇

〇〇」とし、次のとおり表題及び協議文を変更して使用すること。

道営土地改良事業の施行について（協議）

このたび○○市町村（及び○○市町村）の一部を受益地域とする道営土地改良（○○地

区○○）事業を施行したいので、土地改良法第87条の３第６項（法第87条の４第２項）の

規定に基づき、貴職の意見を伺いたく関係書類を添えて協議します。

３ 法第87条の３に基づく事業の場合は、添附書類のうち「２ 造成される土地改良施設の

予定管理方法書」を削除して使用すること。

〔参考〕

【協議の回答項目例】

１ この事業の必要性と地域農業に及ぼす影響について

２ この事業と他の土地改良事業との関係について

３ この事業と他の事業の関係及びその調整について



４ この事業に要する費用の地元負担能力と負担方法について

５ この事業により造成される土地改良施設の維持管理方法について

６ この事業と農業振興地域整備計画に定める農用地区域との関係について

７ この事業と（○○環境条例、○○環境基本計画、○○田園環境整備マスタープラン）と

の関係について

８ この事業の土地改良事業計画概要に対して意見のある者から提出あった意見書において

関係市町村に対応を望むことに対する意見について



道第２３号様式

（記号）第 号

年 月 日

公益財団法人 北海道農業公社理事長 ○○ ○○ 様

（北海道農地中間管理機構）

※○○支所長経由

北海道知事 〇〇 〇〇

土地改良法第87条の３第１項に基づく土地改良事業の施行について（協議）

道営土地改良（○○地区（○○））事業の土地改良事業計画の概要を定めたので、土地改

良法第87条の３第２項の規定に基づき協議します。

なお、同意いただける場合は書面によるものとし、貴機構が本事業の施行地域内農用地を

貸し付けているときは、同条第３項の規定に基づき、その貸付けの相手方の意見を記載した

書面を添付し、提出してください。

（添付書類）

１ 土地改良事業計画概要書

２ 地域住民等からの意見書の写し

３ その他

（注）記の２は、該当がない場合は削除すること。

〔参考〕

【回答例】

番 号

年 月 日

北海道知事 ○○ ○○ 様

公益財団法人 北海道農業公社理事長 ○○ ○○

土地改良法第87条の３第１項に基づく土地改良事業の施行について（回答）

土地改良法第87条の３第２項の規定に基づき 年 月 日付け（記号）第 号で協議のあ

った道営土地改良（○○地区（○○））事業の施行について、同意します。

なお、貸付けの相手方から聴取した意見については別添のとおりです。



（別紙（例））

第87条の３第１項に基づく土地改良事業（機構関連事業）の施行に対する意見書

１．機構関連事業に対する意見（下記のどちらかに○を付してください）

・意見あり ・意見なし

２．意見の内容（意見ありの場合に記載してください）

以上、提出します。

年月日： 年 月 日

住 所：

氏 名：



道第２４－１号様式

－予定管理者との協議－

（法第86条第２項）

〇〇土地改良区理事長 ○○ ○○ 様

北海道知事 〇〇 〇〇

土地改良施設の予定管理者について（協議）

年 月 日付けで〇〇から提出された道営土地改良（〇〇地区（〇〇））事業施行申請

書において、事業により生ずる土地改良施設の予定管理者として貴土地改良区が定められて

おりますので、土地改良法（昭和24年法律第195号）第86条第２項に基づき、協議します。

記

１ 協議事項

予定管理方法等について

２ 添付書類

（１）土地改良事業計画概要書

（２）造成される土地改良施設の予定管理方法書

〔参考〕

【回答例】

（記号）第 号

年 月 日

北海道知事 〇〇 〇〇 様

〇〇土地改良区理事長 ○○ ○○

土地改良施設の予定管理者について（回答）

年 月 日付け（記号）第 号で協議のあった道営土地改良（〇〇地区（〇〇））事業

により整備される土地改良施設については、予定管理方法書のとおり当土地改良区が管理し

ます。

（注）

１ 当該協議は、整備される土地改良施設の予定管理者が土地改良区、農業協同組合及び農

業協同組合連合会の場合に行うこと。

２ 協議の相手方は、土地改良施設の管理者に応じて変更して使用すること。



道第２４－２号様式

－予定管理者との協議－

（第87条の４第２項）

〇〇土地改良区理事長 ○○ ○○ 様

北海道知事 〇〇 〇〇

土地改良施設の予定管理者について（協議）

次の施設を道営土地改良（〇〇地区（〇〇））事業で整備し、整備後の管理者を貴土地改

良区としたいので、土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の４第２項に基づき、協議

します。

記

１ 対象施設

○○○○

２ 協議事項

予定管理方法等について

３ 添付書類

（１）緊急耐震工事計画書

（２）造成される土地改良施設の予定管理方法書

〔参考〕

【回答例】

（記号）第 号

年 月 日

北海道知事 〇〇 〇〇 様

〇〇土地改良区理事長 ○○ ○○

土地改良施設の予定管理者について（回答）

年 月 日付け（記号）第 号で協議のあった道営土地改良（〇〇地区（〇〇））事業

で整備する土地改良施設については、予定管理方法書のとおり当土地改良区が管理します。

（注）

１ 当該協議は、整備される土地改良施設の予定管理者が土地改良区、農業協同組合及び農

業協同組合連合会の場合に行うこと。

２ 協議の相手方は、土地改良施設の管理者に応じて変更して使用すること。



道第２５号様式

－予定管理者の意見聴取－

（第87条の３第６項）

〇〇土地改良区理事長 ○○ ○○ 様

北海道知事 〇〇 〇〇

土地改良施設の予定管理方法について（照会）

次の施設を道営土地改良（〇〇地区（〇〇））事業で整備し、整備後の管理者を貴土地改

良区としたいので、土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の３第６項に基づき、貴職

の意見を伺いたく照会します。

記

１ 対象施設

○○○○

２ 添付書類

土地改良事業計画概要書

〔参考〕

【回答例】

（記号）第 号

年 月 日

北海道知事 〇〇 〇〇 様

〇〇土地改良区理事長 ○○ ○○

土地改良施設の予定管理方法について（回答）

年 月 日付け（記号）第 号で照会のあった道営土地改良（〇〇地区（〇〇））事業

で整備する土地改良施設については、当土地改良区が管理します。

（注）

１ 当該意見聴取は、整備する土地改良施設の予定管理者が土地改良区、農業協同組合及び

農業協同組合連合会の場合に行うこと。

２ 協議の相手方は、土地改良施設の管理者に応じて変更して使用すること。



道第２６号様式 －分担金等の負担に係る協議－

（法第87葉の４、法第87条の５）

〇〇土地改良区理事長 ○○ ○○ 様

（○○市町村長 ○○ ○○様）

北海道知事 〇〇 〇〇

分担金等の負担について（照会）

道営土地改良（〇〇地区（〇〇））事業の施行にあたり、次のとおり協議します。

記

１ 協議事項

分担金等の負担について

２ 添付書類

緊急耐震工事計画書（応急工事計画書）

〔参考〕

【回答例】

（記号）第 号

年 月 日

北海道知事 〇〇 〇〇 様

〇〇土地改良区理事長 ○○ ○○

（○○市町村長 ○○ ○○ ）

分担金等の負担について（回答）

年 月 日付け（記号）第 号で照会のあった道営土地改良（〇〇地区（〇〇））事業

に伴う分担金等については、北海道営土地改良事業分担金徴収条例の定めるところにより当

土地改良区が負担します。

（注）市町村が負担団体となる場合は、本文中「北海道営土地改良事業分担金徴収条例の定

めるところにより当土地改良区」とあるのは、「土地改良法第91条第２項の規定に基づき当

市町村」に変更して使用すること。



道第２７号様式 －施設の維持管理に係る協議－

（法第87条の５）

〇〇土地改良区理事長 ○○ ○○ 様

（○○市町村長 ○○ ○○様）

北海道知事 〇〇 〇〇

土地改良施設の維持管理について（照会）

道営土地改良（〇〇地区（〇〇））事業の施行にあたり、次のとおり協議します。

記

１ 協議事項

整備する施設の維持管理について

○○（施設名）

２ 添付書類

応急工事計画書

〔参考〕

【回答例】

（記号）第 号

年 月 日

北海道知事 〇〇 〇〇 様

〇〇土地改良区理事長 ○○ ○○

（○○市町村長 ○○ ○○ ）

土地改良施設の維持管理について（回答）

年 月 日付け（記号）第 号で協議のあった道営土地改良（〇〇地区（〇〇））事業

で整備する次の土地改良施設については、当○○が管理します。

記

１ ○○（施設名） ○○（数量・規模）

２ ○○（施設名） ○○（数量・規模）



参考道第１号様式

権 利 関 係 調 査 簿

１ 集計表

市町 農 用 地 非 農 用 地

村名
事業名

田 畑 ○○ 計 原野 山林 ○○ 計
合計

ha ha ha ha ha ha ha ha ha

○ ○

△ △

小 計

○ ○

△ △

小 計

○○計

△△計

合 計

２ 受益地積調書 ○○市町村

法第３条 事 業 名番 土地所
資格者名 字名 地番

現況 台帳 受益

備考号 有者名
(権原の種類)

地目 地積 地積
○○ ○○ ○○

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

( )

田

畑

計

田

畑

合計

（注）

１ 受益地積調書は、市町村毎に別葉としたうえで法第３条資格者ごとに取りまとめ、そ

の資格に係る土地の所有者及び法第３条資格者を土地登記簿又は農地台帳等により調査

し、記載すること。

２ 番号は、法第３条資格者ごとに付した番号を記入すること。

３ 所有者又は法第３条資格者が法人の場合にあっては、当該欄に法人登記に基づく商号



を記載すること。

４ 法第113条の２第１項の共有者等がいる場合は、「法第３条資格者名」の欄に、共有

者全員の氏名を列記して記入するとともに、選任された代表者名を記載すること。なお、

共有地の代表者が選任されていない場合は、代表者未選任である旨を記入すること。

なお、耕作者が法第３条資格者である場合には、土地が共有名義であっても、代表者

を選任する必要がないので留意すること。

５ 権原の種類に、所有権、賃借権等とその権原の種類を記入すること。

６ 受益地積は、当該事業の受益地となる部分の面積で畦畔を含めた面積とする。

７ 事業名において、２以上の土地改良事業の施行又は一体事業の施行を目的とする場

合には、当該事業を構成する事業ごとの受益面積を記載することし、それ以外の場合は、

これを削除して使用すること。

８ 法第５条第６項又は第７項に規定する土地については、それぞれ別葉で整理すること。

９ 計画変更時には、変更前と変更後の受益地積を比較できるようにすること。

例）・受益地積については、変更前の面積を上段括弧書きとし、変更後の面積を下段に

記載する。

・受益地に権利移動があった場合は、その移動状況を、受益地から除外された場合

はその旨を備考欄に記載する。 など

10 換地計画を定める必要のある事業の場合は、次のとおり受益地積調書に「換地」、「換

地外」欄を設けること。

法第３条 区画整理
番 土地所

資格者名 字名 地番
現況 台帳 受益

備考
号 有者名

(権原の種類)
地目 地積 地積

換地 換地外

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

( ) 田

畑

山林

原野

そ の 他

計

合 計 （略）



参考道第２号様式 －土地改良区が負担団体となる場合－

分担金納入についての内諾書

○○第 号

年 月 日

北 海 道 知 事 様

○○土地改良区理事長 ○○ ○○

道営土地改良事業に伴う分担金について
道営土地改良（○○地区○○）事業に伴う分担金については、北海道営土地改良事業分担

金等徴収条例の定めるところにより当土地改良区が負担します。



参考道第３号様式 －市町村が負担団体となる場合－

負担金納入についての内諾書

○○第 号

年 月 日

北 海 道 知 事 様

○○市町村長 ○○ ○○

道営土地改良事業に伴う負担金について
道営土地改良（○○地区○○）事業に伴う負担金については、土地改良法第91条第２項の

規定に基づき当市町村が負担します。

（注）
本文について、「第91条第２項」とあるのは、法第91条第６項の規定により負担金を納入

する場合は「第91条第６項」に、法第91条第２項及び第６項の規定を併用して負担金を納入
する場合は「第91条第２項及び第６項」に改めて使用すること。



参考道第４号様式

造成施設の維持管理についての内諾書

○○第 号

年 月 日

北 海 道 知 事 様

○○市町村長 ○○ ○○
○○土地改良区理事長
○○農業協同組合組合長理事

土地改良施設の維持管理について
道営土地改良（○○地区○○）事業により造成される次の土地改良施設は、当○○が維持

管理します。
記

１ ○○（施設名） ○○（数量・規模）
２ ○○（施設名） ○○（数量・規模）



参考道第５－１号様式

（土地改良事業の申請者あて）

年 月 日

○○土地改良事業 申請人 ○○ ○○ 様

代表者

住 所

氏 名 （共有者Ａ）

被代表者

住 所

氏 名 （共有者Ｂ）

被代表者

住 所

氏 名 （共有者Ｃ）

代 表 者 の 選 任 通 知

代表者 住 所

氏 名 （共有者Ａ）

下表の共有地（又は使用収益権を有する者が２人以上いる土地）について、 年 月 日から、

道営土地改良（〇〇地区（〇〇））事業の申請に係る同意について、土地改良法第113条の２第４項

に基づき、上記の者を代表者と定めたので通知します。

共有地等一覧表

権利区分 市（郡） 町（村） 大字 字 地番 備考

（注）

１ 代表者の選任通知をすることについて、 被代表者が代表者に委任をする場合は、 「代表者」 を

「代表者兼下記の被代表者の代理人」 とし、 被代表者全員から代表者あての委任状 （参考道第５－

３号様式） を添付すること。

２ 共有者全員で代表者の選任を行うことができない場合には、共有者全員の住所、氏名及

び持分を記載した共有者名簿を作成して添付すること。



（例）

共 有 者 名 簿

氏 名 住 所 持 分 備 考

※ 住所が不明な場合は「不明」と記載すること。

※ 代表者の選任に承諾しない者がいる場合には、備考欄にその旨を記載すること。



参考道第５－２号様式

（土地改良事業を行う者あて）

年 月 日

北海道知事 ○○ ○○ 様

代表者

住 所

氏 名 （共有者Ａ）

被代表者

住 所

氏 名 （共有者Ｂ）

被代表者

住 所

氏 名 （共有者Ｃ）

代 表 者 の 選 任 通 知

代表者 住 所

氏 名 （共有者Ａ）

下表の共有地 （又は使用収益権を有する者が２人以上いる土地） について、 年 月 日か

ら、道営土地改良（〇〇地区（〇〇））事業に関する下記事項について、土地改良法第113条の２第

４項に基づき、 上記の者を代表者と定めたので通知します。

１ 土地改良事業に係る同意

２ 換地計画及び交換分合計画に係る関係権利者で組織する会議の議決権の行使、当該 会

議の議決の取消請求並びに交換分合計画に係る関係権利者の同意

共有地等一覧表

権利区分 市（郡） 町（村） 大字 字 地番 備考

（注）

１ 代表者の選任通知をすることについて、 被代表者が代表者に委任をする場合は、 「代表者」



を 「代表者兼下記の被代表者の代理人」 とし、 被代表者全員から代表者あての委任状を添付

すること。

２ 該当しない事項は削除するとともに、適用範囲に応じた修正をすること。

３ 共有者全員で代表者の選任を行うことができない場合には、共有者全員の住所、氏名及

び持分を記載した共有者名簿を作成して添付すること。

（例）

共 有 者 名 簿

氏 名 住 所 持 分 備 考

※ 住所が不明な場合は「不明」と記載すること。

※ 代表者の選任に承諾しない者がいる場合には、備考欄にその旨を記載すること。



参考道第５－３号様式

（代表者が他の共有者から取得する包括的な委任状の様式例）

委任状（例）

（代理人）

住 所

氏 名 （共有者 Ａ）

私は、下表の共有地（又は使用収益権を有する者が２人以上いる土地）について、上記の

者を代理人と定め、土地改良事業に関する次の権限を委任します。

１ 土地改良法第113条の２第１項に掲げる規定に基づく土地改良事業に係る同意に関する一切

の権限

２ 上記事項について、上記の者を代表者として選任した旨を土地改良事業の申請者へ通知

すること

年 月 日

（委任者）

住 所

氏 名 （共有者 B）

共有地等一覧表

権利区分 市（郡） 町（村） 大字 字 地番 備考

（注） 本委任状は、 代表者の通知をすることについて、 被代表者が代表者に委任をする場合に代表

者の選任通知に添付すること。



参考道第５－４号様式

共有者等の代表者の選任依頼

年 月 日

住 所 ○○○○○○○○

氏 名 ○○ ○○ 様

道営土地改良事業 申請人 ○○○○

貴方が権利を共有している○○市（郡）○○町（村）大字○○字○○番外○筆の土地（下

表参照）について、道営土地改良（〇〇地区（〇〇））事業の施行を申請したいので、土地

改良法（昭和24年法律第195号）第113条の２第１項（又は第２項）に掲げる規定の適用につ

いて、同条第４項の規定による代表者を選任し、通知願いたく、依頼します。

共有地等一覧表

権利区分 市（郡） 町（村） 大字 字 地番 備考



参考道第６号様式

土地改良事業参加申出書

年 月 日

○○市農業委員会

会長 ○○ ○○ 様

申出者 住所

氏名又は名称

このことについて、道営土地改良（○○地区（○○））事業に参加したいから、土地改良

法第３条第１項第２号の規定により、次のとおり申し出ます。

記

１ 申出の対象たる農用地の表示及び耕作者等

市町村名 大 字 字 地 番 登記地目 現況地目 用 途

地 積 申出の対象たる農用地につき権原に基づき耕作又は養畜の業務を営む者

(㎡) 権利の種類 住 所 氏名又は名称

２ 申出の理由

３ その他必要な事項

（注）

１ 次に掲げる公告がされる場合には、当該公告の期間満了後５日以内農業委員会に申し出

ること。

（１）法第85条第２項、第85条の２第２項、第85条の３第２項又は同条第７項の公告

（２）法第88条第１項の公告（土地改良事業計画の変更）

２ 土地改良事業に参加する資格を交替しようとする場合は、当該交替を希望する日の７日

前までに、農業委員会に申し出ること。



参考道第７号様式 －法第５条第７項、則第１０条－

宅 地 等 地 区 編 入 同 意 書

このたび、〇〇市町村の一部を受益地域とする道営土地改良（〇〇地区〇〇）事業の

施行地域に、次の土地を編入することについて土地改良法第○条（の○）第○項で準用

する同法第５条第７項の規定により同意します。

年 月 日

編 入 対 象 地

土 地 の 所 在
権 利

住 所 氏 名

市町村 字 地 番
地目 用途 地積 の種類

㎡

（注）

１ この様式は、法第５条第７項の権利者１人に対し、１枚を基本とする。

２ 「権利の種類」欄には、所有権及び使用収益権（所有者以外の使用収益権）を記載

すること。

３ 土地改良法施行令第１条の９の括弧書の土地(同意を得る必要のない土地)について

はこの様式に準じて別葉として作成すること。



参考道第８号様式

道営土地改良事業の施行申請に係る同意確認書

○○年○○月○○日付けで公告のあった○○市町村の（及び○○市町村）の一部を受益地

域とする土地改良（○○地区○○）事業を道営土地改良事業として施行することを申請する

ため、同意書【参考道第９号様式】により法第３条資格者の同意の意思を確認するものです。

１．法第３条資格者（農用地外資格者）

【例】単独所有地の場合

住 所 氏 名

○○市○○番地○○ ●● ●●

【例】共有地の場合

住 所 氏 名 備 考

○○市○○番地○○ ●● ●● 共有地（○○市○町

△△市△△番地△△ ▲▲ ▲▲ ○番外○筆）

□□市□□番地□□ ■■ ■■ 代表者 ●● ●●

２．対象となる土地及び権原の種類等

権利関係調査簿【参考道第１号様式】のとおり

３．計画の概要等

（計画の概要等を掲載するホームページアドレスのリンク先を記載。）

なお、紙媒体で計画の概要等を希望する場合は、「５．問合せ先」へ連絡願います。

４．同意の方法

計画の概要等を確認の上、標記について同意する場合には、次のいずれかの方法によ

り、○年○月○日までに回答してください。

（１）電子メールによる方法

同意書【参考道第９号様式】の氏名欄に記載の上、電磁的記録（写真、スキャン等し

た同意書のファイル）で、以下のメールアドレス宛てに電子メールを送信してください。

【申請人（代表）のメールアドレスを記載】



なお、事前に登録したメールアドレス以外から電子メールを送信する場合は、

住所・氏名が確認できる本人確認書類が必要となりますので、関係書類を添付してくだ

さい

（本人確認書類）

・運転免許証

・健康保険証

・マイナンバーカード（表面）

などの写し（写真、スキャン等した書類でも可）

（２）郵送による方法

同意書【参考道第９号様式】の氏名欄に記載の上、封筒に住所・氏名を明記し、以

下の宛先に郵送してください。

【申請人（代表）への郵送先を記載】

（３）電話（FAX)による方法

電話（FAX）により、口頭で同意を伝えてください。

なお、この場合は、後日、書面による再度の確認が必要となりますので、申し添え

ます。

【申請人（代表）の電話番号を記載】

５．問合せ先

計画の概要等について上記の方法で確認できない場合や紙媒体を希望する場合、その

他不明な点等がある場合は、御連絡ください。

【申請人（代表）の電話番号、メールアドレス、問合せ可能時間等を記載】

（注）

１ ホームページアドレスやメールアドレスの記載は、これをＱＲコードの掲載等に代える

こともできます。

２ 農用地外資格者である場合は、その旨を明記してください。

３ 法第３条資格者が共有地の代表者である場合は、「備考」欄に共有地の位置、筆数及び

代表者を記載し、別紙により同意する場合は代表者選任通知を添付してください。

なお、共有地の代表者が選任されていない場合は、「備考」欄に共有地の位置、筆数及

び代表者未選任である旨を記載してください。



参考道第９号様式

同 意 書

年 月 日付けで公告があった道営土地改良（○○地区○○）事業の施行を申請す

ることに同意します。

年 月 日

番 号 住 所 氏 名 備考

（注）

１ この様式は、法第3条資格者1人に対し、1枚を基本とする。また、農用地外資格者につ

いては、備考欄にその旨を明示すること。

２ 同意徴集に当たって、次の事項に留意すること。

(１) 法第３条資格者が未成年、成年被後見人又は被保佐人であるときは、民法の規定によ

り代理又は能力補充を行ったことを証する書面を添付すること。

（２）法第３条資格者が法人である場合の取扱いについて

ア 住所及び氏名は法人登記に基づく住所及び商号（代表者を定めている場合にあっては、

代表者氏名も含む。）を記載すること。

イ 当該法人の登記簿謄本の写しを添付すること。

ウ 当該法人が会社法（平成17年法律第86号）に基づく株式会社又は会社法の施行に伴う

関係法律の整備に関する法律（平成17年法律第87号）に基づく有限会社であり、代表取

締役を定めている場合、若しくは当該法人が会社法に基づく合名会社、合資会社又は合

同会社であり、会社を代表する社員を定めている場合には、代表取締役氏名若しくは会

社を代表する社員の同意をもって当該法人の同意とする。

エ 当該法人がウ以外の場合は、事業参加の同意に係る総会議決書の写し（総会による事

業参加の議決が行われていない場合には、当該法人の理事全員の同意書）の添付をもっ

て当該法人の同意とする。

（３）法第３条資格者本人が記載できない場合には、代理人による記載も有効なものとして

取り扱うが、次のとおり対応すること。

ア 法第３条資格者本人の同意を得た上で、代筆により記載する者（以下「代理人」と

いう。）が記載し、備考欄に「代筆の理由」、「法第３条資格者本人の同意を得ている

旨」、「代理人と法第３条資格者との関係」及び「代理人の氏名」を記載する（備考欄



への記載例：健康上の理由により、法第３条資格者本人の同意のもと、妻○○○○が

記載）。

イ 法人の代表者本人が記載できない場合の代理人は、他の理事とし、他の理事が代理

人となれない場合にあっては、当該法人の社員とし、前項と同様に備考欄に必要事項

を記載すること。

(４) 法第３条資格者が共有地（又は使用収益を有する者が２人以上いる土地）の代表者

の場合は、「備考」欄に共有地である旨（共有関係が確認できる共有者数等）を記載

し、代表者の選任通知を添付すること。

３ ２以上の土地改良事業の施行又は一体事業の施行を目的とする場合は、当該事業を

構成する事業毎に作成し、次のように改めて作成すること。

なお、事業名欄の同意の記載については、同意の場合は「○」とする。

番 号 住 所 氏 名 事業名 備考

●● ■■

４ 法第３条資格者の同意等については、適法に決定された法第３条資格者かどうか確認を

要することから、権利関係調査簿又は他の確認することができる書類を提出すること。

５ 計画変更の場合には、本文中「施行を申請すること」を「計画を変更すること」に

修正すること。



参考道第１０号様式

同意徴集状況調書

法第３条資 住 所

格者 氏 名

計画の概要 説明等の時期 年 月 日

等の説明状 説明等の方法 □ 同意徴集説明会の実施（会場： ）

況 □ ＨＰへの掲載 □ 関係資料の郵送 □ 戸別訪問

同意確認書 送付等の時期 年 月 日

等の送付状 送付等の方法 □ 電子メール □ 郵送

況 □ 同意徴集説明会で確認 □ 戸別訪問

□ その他（ ）

法第３条資 問合せの有無 □ 有 □ 無

格者からの 対 応 履 歴

問合せ状況

対 応 者

同意徴集の 同 意 区 分 □ 同意 □ 不同意

状況 同 意 方 法 □ 戸別訪問等 □ 電子メール □ 郵送 □ 電話（FAX）

□ その他（ ）

対 応 履 歴

対 応 者

不同意の理由 □ 所在不明のため

□ 遠方に所在し意思の確認が困難なため

□ 反対の意思表示はないが、同意書の返送のないもの

□ 高齢で後継者がおらず将来の営農に不安があるため

□ 資格者死亡に伴う相続未了のため

□ 行政不信（ ）

□ その他（ ）

特記事項



参考道第１１号様式

年 月 日

（法第３条資格者氏名を記載） 様

申 請 人

▲▲ ■■

同意受理（確認）書

○○年○○月○○日付けで公告のあった○○市町村（及び○○市町村）の一部を受益地

域とする土地改良（○○地区○○）事業を道営土地改良事業として施行することを申請する

するための同意については、○年○月○日、○○様本人から電話（ＦＡＸ）により確認しま

したのでお知らせします。

当該同意に関して、不明な点等がある場合は、連絡願います。

１．法第３条資格者

住 所 氏 名

○○市○○番地○○ ○○ ○○

２ ．連絡先

【申請人（代表）の電話（ＦＡＸ）番号、メールアドレス、問合せ可能時間等を記載】



参考道第１２号様式

－受益者の負担同意－

（法第87条の４、法第87条の５）

同 意 書

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の４第１項（第87条の５第１項）の規定によ

り行う道営土地改良（○○地区○○）事業に係る分担金は、北海道営土地改良事業分担金等

徴収条例（昭和32年10月29日北海道条例第73号）に基づき北海道知事が定める額を負担す

ることに同意します。

年 月 日

番 号 住 所 氏 名 備 考

（注）

１ この様式は、分担金を土地改良区ルートで徴収する場合に使用するものとし、市

町村ルートで徴収する場合にあっては、適宜、内容を変更して使用するものとする。

２ この様式の記載方法及び添付書類等について参考道第９号様式の注記の内容によ

るものとする。

また、同意状況の集計等については、道第17号様式の例により作成するものとする。


